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１Ｅ０２ 

産業イノベーションの実態調査とその分析 

―研究開発期間とイノベーション類型を中心として― 

○佐久間 啓、太田健一郎、仲澤英憲（社団法人 科学技術と経済の会） 

 

１．はじめに 

(社)科学技術と経済の会（JATES）では、「我が国

の産業イノベーションの実態調査」を 2006 年度の

NEDOからの受託によって実施した。その主旨は、産

業界における研究開発の成功事例（イノベーション

事例）と公的資金への要望・期待をヒアリング調査

し、NEDOのこれからのイノベーション支援の参考に

するというものである。本調査の特徴は、各企業の

CTO 若しくは開発責任者に直接インタビューし、通

常の記入式のアンケート調査では把握しにくい研究

開発に係る事情や公的資金に対する本音の意見をニ

ュアンスも含めて聴取するところにあった。本稿で

は、同調査で得た結果をさらに考察・分析すること

により、業界ごとに研究開発期間（新製品開発期間）

やイノベーション戦略に特徴が見られるなど、いく

つかの知見が得られたので報告する。 

 

２．ヒアリング調査の概要 

ヒアリング調査では、科学技術と経済の会の人的

ネットワークを使って、製造業各社のCTOクラスの

方々にR&Dマネジメントに関する1～2時間のインタ

ビューの機会を取っていただいた。先方に負担を掛

けないため、基本的な調査票は用意するがヒアリン

グ調査の際には使用せず、別途こちらで作成して、

事後に確認していただくスタイルとした。 

表１：ヒアリング調査の目的と実施条件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

その結果、およそ3ヶ月半の期間に製造業21社のイ

ンタビーを行い、最終的に48件の研究開発成功事例

を集めることが出来た。 

 
３．各業界におけるイノベーション戦略の分析 

ヒアリング調査対象とした 21 社を大づかみに４

つの業界、すなわち自動車業界、重機械業界、化学

業界、電機・電子業界に分け、各企業・業界におけ

る研究開発期間の長短やイノベーション戦略につ

いて考察した。表２に、調査にご協力いただいた企

業名と本報告で用いた業界分類を示す。 

表 2：ヒアリング対象企業と業界分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ここでは製造製品の類似性から 21 社を大きく４つに分類） 

 

以下では、これら業界ごとのイノベーション戦略

の特徴を抽出し考察する。 

３－１）平均研究開発期間 

児玉らはその編著書「新規産業創出戦略」[１]の中

で、産業革命以来、それぞれの産業分野には産業創

出・技術進化サイクルが観測されることを指摘して

いる。実際に重工業から自動車、電機・電子、材料、

繊維など 12 の事例分析の中で、重工業の技術変化

には時間が掛る一方、自動車や材料などでは技術変

化が速く新製品上市のサイクルが短いと推定され

たが、業界ごとの事例も少なく、これについて詳細

な議論はなされていない。ここでは、各業界におけ

る研究開発成功事例の調査データが複数収集でき

たので、聞き取ったそれぞれの研究開発期間を抽出
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し、業界における平均年数を求めた。（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１．業界別の平均研究開発期間 

 

最長は、重機械業界の22年、続いて電機・電子の

17.8年、自動車の16.3年、化学の15.3年となって

いる。年数の値自身は取り上げる事例によって多少

変動するであろうと考えられるが、各業界の傾向・

比較順序は後の考察からも妥当な結果であろうと考

えられる。 

３-２）イノベーションの類型化 

研究開発のプロセス、すなわちイノベーションの

パターンについては、MOT の分野で議論がなされて

おり、亀岡らによる下記の類型化［2］が代表的である。

このような認識に基づいて、ヒアリングの後、JATES

側で21社、48の研究開発事例の分類を試みた。 

表 3．イノベーションモデルの類型 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

しかし前述の通り実際の開発事例は平均でも

20 年の期間を要しており、単純に一つのモデ

ルに仕分けることは難しい。特に研究開発開

始の段階ではリニア型で始まったものが、途

中で市場探索が行われ、その後はその市場を

目掛けて開発が行われたケースが多く見られ

たため、これらを“リニア＋クライン型”と

分類することとした。この結果、リニア型が

14%、リニア＋クライン型が 47%、クライン型

が 31%、市場協創型 4%、その他プロジェクト

など 4%、に分類された（図２）。なお仮説修

正型はヒアリングだけから特定するのは難し

いため、分類に入れていない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２．イノベーションの類型  
 
自社のコア技術を元にスタートしたリニア型

及びリニア＋クライン型の研究開発が全体の

61%、市場を発見、或いはユーザーと共同で開

発をスタートさせた事例が 39%である。これ

らの開発事例の多くが 20 年前、すなわち 1980

年代後半から 1990 年代の前半にスタートし

ていることを考えると妥当な比率であり、現

在ではもっと第 2 世代以降のパターンやオー

プン･イノベーション型が増えていると考え

られる。 

３-３）イノベーションの型と研究開発期間の関係 

次にこれらイノベーションの型と研究開発期間

との関係を調べ、業界ごとに比較検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．業界別イノベーションの類型比率（％） 

 

図３に、業界別のイノベーション類型件数を百分
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率で示した。自動車業界では、11例のうちリニア型

はなく、リニア＋クライン型が 27%、クライン型～

市場協創型が73%となっている。一方重機械（10例）

では、リニア型、リニア＋クライン型の比率が高く、

自社コア技術に由来する研究開発事例が多い。化学

（13例）、電機・電子（14例）では、またクライン

型～市場協創型の比率が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．イノベーションの類型と研究開発期間 

 

図４には、それぞれの業界ごとに、イノベーショ

ンの型と平均研究開発期間の関係をまとめて示し

た。重機械の事例で、リニア型の開発期間がリニア

＋クライン型のそれよりも長くなっているが、その

他の例では“リニア型＞リニア＋クライン型＞クラ

イン以降型”の順に研究開発期間が短くなっている。

特に、いずれの業界でもクライン以降型では開発期

間が半減していることが読み取れる。市場・顧客が

明確なR&Dでは、開発期間が大幅に短縮される（既

に技術のバリヤが越えられているケースとも言え

る）ことを示している。 

３-４）NEDO助成プロジェクトのケース 

図３、図４の右側にNEDO助成プロジェクトに係っ

たことある事例 12 件について別途集計結果を併載

した。業界の特徴とは別に、NEDOのプロジェクトで

は、リニア型、リニア＋クライン型のR&D件数が多

く、クライン以降型は1件のみである。平均開発期

間はリニア型で23.3年、リニア＋クライン型で19.3

年であり、基本的に自前のコア技術育成からスター

トしているケースが大半と考えられる。 

３-５）アンゾフのマトリックスによる分析 

アンゾフによる市場VS事業・商品マトリックス分

析法［3］を用いて、各業界ごとの事業・経営戦略につ

いて考察した。図5は、その結果であり、図中の小

四角形は各業界の事例1件に対応している。自動車

では既存市場への新規技術製品導入が多く、重機械、

化学では、新規市場への既存技術製品導入が比較的

多いと言える。電機・電子では、既存市場・新規市

場とも既存技術による新製品導入事例はなく、すべ

て新規技術による新製品開発事例であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５．研究開発事例のアンゾフのマトリックス分析 

 

図６は、NEDOプロジェクトに係る事例の分析結果

であり、さすがに既存技術製品による既存市場への

浸透戦略に該当する開発事例はなかった。プロジェ

クトテーマは、他の3領域にほぼ均等に分布した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６．NEDO プロジェクトのアンゾフのマトリックス分析 

 

４．各業界におけるR&D戦略の特徴 

研究開発期間およびイノベーション類型の分析、

アンゾフのマトリックスによる事業・経営戦略の考
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察等から得られた各業界のR&Dの特徴を以下にまと

めた。 

（１）自動車業界・平均研究開発期間＝16.3年 

・既存市場（自動車）に新技術を持ち込むケース、

既存技術を高度化する開発が多い。 

・自動車会社の技術開発は部品メーカなどと共同で

行われるケースが多く、ある意味でオープンイノ

ベーションを先取りして来たと言える。共同開発

が開始されてから製品化までの期間は、要素技術

が確立しているためか比較的短く、これが自動車

業界の製品化サイクルを短くしている。 

・自動車で蓄積した技術、育成してきたコア技術な

ど、いわゆる既存技術を横展開して、新しい市場

を開拓する例がある。→小型ビジネスジェット機、

小型風力発電など 

・クライン型の研究開発が8件（73％）と多い。 

２）重機械業界・平均研究開発期間＝22年 

・この業界の製品は重厚長大の典型であり、更新の

周期は長く、投資額も大きい。その技術も大型、

変化は長周期である。 

・やはり培った基本技術を横展開して、新市場に適

用する製品開発が多い。 

・リニア型が3件（30％）、リニア＋クライン型が5

件（50％）と自社コア技術からスタートしたテー

マが多い。 

（３）化学業界・平均研究開発期間＝15.3年 

・化学製品は他分野に材料を提供するケースが多い。 

・材料製品は単品であり、開発期間は他産業に比べ

て短めである。 

・リニア型 2 件（15％）、リニア＋クライン型 7 件

（54％）、クライン型4件（31％） 

（４）電機・電子業界・平均研究開発期間＝17.8年 

・ 家電やソフトウェアは開発周期が短いと考えられ

るが、今回の事例には少なく、開発期間が 17.8

年と重機械業界についで長い。 

・この業界では、新技術を既存市場に持ち込むか、

新技術で新市場を開拓するケースが主である。 

・常に新技術をゼロから開発するスタイルが、思い

のほか研究開発期間を長くしているのであろう。 

・リニア＋クライン型9件（64％）、クライン型と市

場協創型が合わせて４件（28%） 

（５）NEDO助成PJ・平均研究開発期間=18.3年 
・助成を受けたい技術の基本は、“リニア型”で足の

長い研究（市場が見えない）”であり、単独企業と

しては“リスクが大きい”テーマであろう。 

・NEDO としては、チーム作り、市場・顧客つくり、

ユーザー参加、などを促すことにより、研究開発

期間を短縮する貢献が出来る可能性が考えられる。 

・リニア型3件（25%）、リニア＋クライン型8件（66%）、

クライン型は1件（8%）。 
 
５．結び 
産業イノベーションに関する実態調査データを元

に、各業界のR&D戦略を考察・比較し、改めてそれ

らの特徴および違いを浮き彫りにすることができた。 

公的資金による開発事例について言えば、平均の

開発年数は18.3年という長期間にわたり、その多く

はアーリーステージでのサポートと考えられる（図

７）。日本の産業競争力強化の観点から、ここで明ら

かになった業界特徴も踏まえて、市場化加速支援を

含む産業政策が充実していくことが期待される。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７．公的資金による開発促進・支援から市場導入まで 

 

委託調査実施に当たり、ご指導頂いた NEDO の関

係各位殿に感謝申し上げます。 
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